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コーディネーター 直田 春夫 氏(特定非営利活動法人NPO政策研究所) 

パネリスト    新川 達郎 氏(同志社大学) 

阿部 圭宏 氏(特定非営利活動法人市民がささえる市民ネットワーク滋賀) 

         玉井 常貴 氏(農業法人株式会社秋津野) 

 

 

●●●●趣旨説明趣旨説明趣旨説明趣旨説明 

 

直田直田直田直田：：：： 計画行政学会・関西支部の理事を務めてお

ります、NPO 政策研究所の直田です。よろしくお

願いいたします。 

本日のシンポジウムは、大会全体のテーマが「21

世紀型社会システムの構築」、サブタイトルが「市民

社会と新しい公のあり方」ということで、それ自体

をシンポジウムのテーマとさせていただいています。 

21世紀型社会という大きなテーマですが、これは

「20 世紀型社会ではこれからの社会の構成が行き

詰るのではないか」、「新しい仕組みを導入しなけれ

ば持続可能な社会づくりができないのではないか」

という問題意識から出てきたものと思われます。そ

の一つとして、市民社会の中での「新しい公」のあ

り方を問い直していこうということだろうと思いま

す。 

ただ、21世紀型社会といってもそれは難しい問題

です。これまで新しい社会を構想して、それが成功

した試しはほとんどない訳です。社会主義型社会も

壮大な実験をして潰えました。逆に、資本主義社会

は何とか生き延びてはいるものの、21世紀に入って、

かなりのほころびが見えており、場合によっては、

世界全部を道連れにしながら没落していく可能性も

無きにしも非ずという、そんな時代ではないかと思

います。 

しかしながら、我々としては、持続可能で、これ

から社会全体、地域全体が生き延びていくことを一

番大きな目標に持ちながら、これからの社会づくり、

地域づくりを考えなければならないので、そのため

に少しでもヒントになるものを考案していきたいと

思っています。それが多分、今回の趣旨に当たるの

ではないかと考えています。 

午前中に、上田氏による公共性の報告、相川氏に

よる地域情報の報告、濱田先生による市街地更新の

報告、小川先生による都市の魅力についての報告が

ありましたが、これらの基底には今回のテーマが流

れていると思います。最初の公共性の話はもちろん

ですが、地域情報のあり方にも、都市の市街地更新

のあり方にも、これからの新しい時代にどのような

地域社会をつくっていくのかということが問われて

います。単にハードの話ではなく、また、上が計画

をつくってそれで地域をつくればよいという話でも

なくて、周りの状況を把握しながら、多様な主体が

関わりながら、それぞれが自律性と責任を持ちなが

ら地域をつくっていくという、そういう流れに立っ

ていることが明らかになってきたのではないかと思

います。 

観光についても、これまでの魅力を超えた新しい

魅力が補足されており、その意味でも社会が大きく

変わって来ているのではないかと感じます。これま

でのように権威付けられたものを有難く拝観する格

好ではなく、まさに人々の生活そのものを見ようと、

その中に一緒に入ろうという形に変わってきている

ような気がします。 

そのように社会が少しずつ変わりつつある中で、

これは計画行政学会ですから、21世紀型社会を、あ

る点ではまさに動きとして捉え、一方では理論的な

側面からも捉えることができればと思っていますし、

捉えるのは研究者の責務ではないかと思っています。 

パネルディスカッション 
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したがって、このテーマをいただいたときに、私

自身は、21世紀型社会システムに三つの柱があるの

ではないかと考えました。 

一つは、ネットワーク型社会に生きているという

ことです。これは先程まで諸先生方が言われていた

ことで、パートナーシップを必要条件としながら、

関係性の中で社会を動かしていこうという仕組みづ

くりです。 

二つ目は、恐らくガバナンス型社会と言われるも

ので、行政や NPO、地域社会、新川先生の話にも

ありました、企業が持っている公共的な側面もきち

んと位置付けながら、それ以外にも学校、地域の商

店や事業者等々、多様な主体が複雑に連携・協力し

ながら、社会を動かし、担っていくというダイナミ

ックな捉え方であると思います。 

それから、三つ目に考えておきたいのは、オープ

ンな社会です。コンピュータの世界では、オープン

リソース、オープンソースなどと言われ、Linuxな

どは世界中の人々でシステムをつくり上げている、

まさに衆知を集める仕組みです。そういうものが技

術的にも可能になって来ています。もちろん、問題

点もない訳ではありませんが、そういう方向に移っ

ていて、そのオープンな社会の中で情報を公開し、

課題を共有しながら、とりあえずの目標を乗り越え、

新しい社会を皆でつくっていくということです。 

そして、その中でそれぞれが自分の役割を見つけ

て役割を果たしながら、質の良いものをつくるため

の責任を感じながらやっていくという、そのような

社会ではないかと考えます。 

もっともこの三つは別々のものではなく、言わば

三位一体のような形で動いているものです。 

そう考えると、「新たな公」、「新しい公共」という

ものは、その三つのどれにも通じるものがあるので

はないか。今回のサブタイトルの「市民社会と新し

い公のあり方」というのは、そういうことを意味し

ているのではないか。そして、先程の新川先生の話

にもありましたように、具体性を持ってそれを探っ

ていこうということです。そうでなければ「理論上

の話」「有難い話」で終わってしまう可能性もありま

すので。 

本日は幸いにして、現場サイドで汗をかいて地域

の方と協働されている、言わば、「新しい公共」の実

体をつくられているお二方にお越しいただきました

ので、そこを深めていく非常に良い機会ではないか

と思っています。 

前置きはこのくらいにして、全体の流れですが、

最初に阿部さんから、滋賀県の具体的な活動をベー

スとして報告をしていただき、次に、和歌山県田辺

市上秋津からお越しいただいた玉井さんに、上秋津

で住民自身が新しい事業を立ち上げたという、画期

的な活動の報告を、パワーポイントを使いながらし

ていただきます。その後、新川先生に少しコメント

をいただいて、それをベースにしながら、パネリス

ト同士で話をしたいと思います。できれば、最後に

少し会場からもご意見をいただいて、議論を深める

ことができたらと思っています。短い時間ですが、

進行にご協力をお願いしたいと思います。 

それでは、阿部さんからご報告をお願いいたしま

す。 

 

●●●●活動報告活動報告活動報告活動報告 

 

＜＜＜＜市民市民市民市民ネットワークネットワークネットワークネットワーク滋賀滋賀滋賀滋賀のののの活動活動活動活動＞＞＞＞ 

阿部阿部阿部阿部：：：： こんにちは。本日はお招きいただきまして

ありがとうございます。私は滋賀で活動しています

が、普段は、市民がささえる市民ネットワーク滋賀

（通称 NPO 市民ネット）をベースとして、いろい

ろな市民活動のサポートや、行政とのつなぎを主に

行っています。 

それ以外にも活動していますが、本日は滋賀の事

例紹介と伺い、ここに来るまでは別の話を考えて資

料を用意しましたが、もっと具体的な話を要望され

ましたので、資料なしで、口頭で説明させていただ

きます。 

事例を二つほど紹介したいと思いますが、一つは

東近江市で立ち上がったまちづくり協議会で、地域

自治の話、もう一つは「街かどケア滋賀ネット」と

いう介護系NPOのネットワークです。 

� 東近江市東近江市東近江市東近江市におけるまちづくりにおけるまちづくりにおけるまちづくりにおけるまちづくり協議会協議会協議会協議会のののの事例事例事例事例 

まず東近江市ですが、ここは元々、八日市市を中
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心に合併協議でいろいろと物議があり、最初に県が

描いた枠組みからずれて合併の仕組みがつくられた

ところです。2005年2月に合併し、2006年1月に

さらに2町を吸収して、最終的には1市6町が合併

してできた市です。人口は約 12 万人、面積は約

388km2
で、琵琶湖から鈴鹿の山までという非常に

広大な面積を持った市になっています。 

最初の合併の時点で、2 町が元々は別の県事務所

から合併区域に入ってきたので、県の描いた仕組み

とは違っている生活圏、文化圏が入ってきました。

その町が非常にまちづくりに熱心で、合併すると自

分たちの町がなくなるという危機感があり、合併協

議のときに、新市建設計画である「新市まちづくり

計画」の中に、市民と行政の協働のまちづくりの仕

組みとしてまちづくり協議会を入れることが最終的

に組み込まれ、設立が合意されました。 

ただ、計画街区もほとんど「絵に描いた餅」で終

わりそうなので、「これは拙い」という話になりまし

た。それで、合併の事務局に熱心な職員がいたこと

と、旧の八日市ではなく、周りの4町のうちの3町

が熱心な町だったので、その辺りが合併施行以前か

ら役場の職員や住民と一緒にその協議会に向けた勉

強会を行いました。私もその勉強会のコーディネー

ター的な役割で関わりました。 

最終的に、旧の6町については1町に一つのまち

づくり協議会ができました。一番大きな能登川町は

人口 23,000 人で、通常は小学校単位ぐらいのレベ

ルで考えるところが多いと思いますので、これは非

常に大きいと思います。一方、旧八日市市の中の 8

地区は昭和30年頃に行われた合併のときの旧村で、

公民館をエリアにしているため、小学校区とは微妙

にずれています。そういう意味では、旧の6町は一

つの町としてのまとまりがありますが、旧八日市市

に関しては、公民館単位でまちづくりが行われてい

たという実績があり、微妙に計画とのずれがあるの

で、それをどうするのかという問題がある訳です。 

動きとしては、旧の周りの町の動きの方が早くて、

旧の八日市市は自治連合会組織が活発で、そこを中

心にまちづくり活動が行われてきたという経過があ

り、まちづくり協議会の立ち上げに冷ややかな反応

を示していました。そのため、市当局としては、取

りあえず町から立ち上げてもらい、旧の八日市市に

はその活動を見てもらいながら動いてもらえばよい

と思っていました。ところが、そこに交付金が付い

た訳です。年間1地区当たり100万円と1人当たり

200 円が付き、合わせると今の 14 地区で約 4,000

万円になります。そうなると、組織が整わないまま

立ち上げようということになり、いま 14 地区が立

ち上がって活動していくことになりました。 

しかし、このまちづくりの中では、私も関わって

いた頃に、「税金を払っているのに、今さら何故、自

分たちが汗をかかなければならないのか」という意

見がありました。旧の町の人たちは、自分たちの町

の名前も含めてなくなることへの危機感がありまし

たが、旧八日市市の人にとっては、「今までもすでに

行ってきたのに、何故、それに輪をかけて汗をかか

なければならないのか」という思いがありました。 

そこで、私たちは「行政から押しつけられるので

はなく、本来、市民が担ってきた公共の役割を自ら

の手に取り返す」という説明をしました。行政側は

「地域にお返しする」という言い方をしますが、そ

うではなくて、「取り返す」という言葉で、豊かなま

ちづくりを目指してきました。 

ただ、現実には、14地区もあると、活動に温度差

があり、また、どうしてもお金があると、イベント

に走りたがるという傾向がありました。 

そういう中で、昨年の2月に新しい市長が誕生し

ましたが、新市長は冷静に物事を見ていますので、

この4年間で交付金を含めて約2億円が地域に流れ

ていているという実態を問題として取り上げました。

例えば、自治会組織の連合会は会費を取って活動し

ており、地域の代表制という意味では、正当性があ

りますが、まちづくり協議会は有志で集まって、そ

こに税金がたくさん注ぎ込まれているので、「それに

よって目に見える効果がどれだけ出たのか」「もっと

地域のために何とかできないか」と言い出した訳で

す。 

行政が押し付けるのはだめですが、一方で、まち

づくり協議会の人たちは、既存の団体、大きくは自

治連合会との関係が上手くいっていないところが多
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いので、いろいろな条例等で位置付けを明確にして

ほしいと要望しています。伊賀市や名張市のように、

ある種の条例の中で担保されると動きやすいという

ことです。これは「鶏が先か、卵が先か」の話にな

りますが、それに対して、市長は「先にそれはしな

い」「先にあなたたちのしていることを見せてくれ」

という話から入りました。 

それで昨年、まちづくり協議会の代表者を集めて、

市長と話し合う機会が何度かありました。市長から

は、一つは交付金を止めたいということと、14地区

それぞれにある公民館、コミュニティセンター等の

機関の拠点の指定管理を積極的にしてもらうことに

よって財源確保と人材確保ができるので、そのよう

な視点から取り組んでほしいという呼び掛けがあり

ました。 

私も早くから「公民館などの運営はまちづくり協

議会でやろう」と呼びかけてきましたが、市の方の

腰が重くて動かなかったので、これについては市長

が呼び掛けてくれて良かったと思っており、今年の

秋頃からモデル的に動かそうという話になりつつあ

ります。 

それから、この4月から交付金が従来の半分にな

りました。これまで交付金は使い切りではなく、ま

ちづくり計画に基づいて使っていただくと同時に、

使い切れない分は基金として積み立てても構わない

という仕組みにしていたので、残している地域もあ

ります。ですから、当面はそれを使うという形で交

付金は半分になっています。 

また、別途に公募型の補助金をつくり、それと合

わせて資金を回してもらうようにしています。そし

て、指定管理の仕組みや、あるいは、もっと行政か

ら地域への権限委譲、事務の委託等をすることによ

って、それができるのではないかと期待しています。 

滋賀県内は、いま、まちづくり協議会という地域

の仕組みがいくつもできつつありますが、まだ上手

くいっていないのが現状です。これは、やはり、担

う人材をどう育成するかということが大きな課題に

なっています。ボランティアベースでは続かないの

で、そのような意味では、有給のスタッフを雇える

仕組みをどのようにこの中に落とし込むかというこ

とが大きな課題になっています。したがって、指定

管理の仕組み、いわゆる公民館のスタッフなり、館

長なりに、まちづくり協議会のメンバーが入ること

が、結果的にまちづくり協議会の強化につながるの

ではないかと期待しています。 

� 街街街街かどかどかどかどケアケアケアケア滋賀滋賀滋賀滋賀ネットネットネットネット 

次に、「街かどケア滋賀ネット」を紹介します。 

2000年に介護保険が導入されたとき、滋賀県では、

介護の社会化を進める1万人市民委員会で、介護保

険ができたときに、市民がどれだけサービスの供給

側になれるかということについて、活発に議論が行

われました。 

それで、当初は、介護事業を行う NPO を中心と

する組織がかなり立ち上がりましたが、それを滋賀

県内にどのように広げていくかということで、介護

事業を行うということではなく、介護を通じて、そ

の地域のまちづくりをどのように担っていくかとい

う視点で、これをネットワークでサポートしていこ

うというのが「街かどケア滋賀ネット」という組織

です。 

この中にはNPOだけではなく、社会福祉法人や、

社会的企業等、会社組織だけれども、地域のことに

関心を持って、お金儲けよりも地域貢献をしたいと

思っている人たちも入っています。 

暮らしということで、一つは、いま小規模多機能

と言われていますが、小規模、地域密着、多機能と

いうことをこの中に落とし込んで、「新しく立ち上げ

たい」という人たちをこのネットワークでサポート

します。 

それから、任意団体ですが、県からの企業塾のよ

うな講座の委託を受けたり、あるいは今年度から県

との協働事業として、例えば障害を持った方をデイ

サービスの事業所で雇う仕組みをつくろうという動

きがあります。従来から、知的障害の方が3級ヘル

パーを持たれて、ここのメンバーの事業所で雇用さ

れていましたが、それを3級ヘルパーの仕組みをな

くして、全部介護福祉に変える仕組みをつくったの

で、何とかこれを残せないかということです。 

これはケアの仕事というよりも、例えば認知症の

高齢者が、逆に障害を持った方がいると「○○さん、
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元気にしているか」と気を使い、一方的な会話では

なく、互いが持ちつ持たれつの関係をつくることが

できて、非常に効果があると、このメンバーの方た

ちは思っています。それで今年、新たに滋賀県の中

にそのような人たちを雇用する仕組みを協働事業と

して行うことになっています。 

これは福祉の世界のように思われますが、ここで

働いているメンバーの人たちは、介護事業だけを行

っている訳ではなく、デイサービスをしていない日

は、地域にその場所を開放してサロンを開いたり、

そこに子どもたちが来たり、多様な活動をされてい

ます。 

介護保険という一つのお金によって、この仕組み

をうまく広げてきたと思いますし、益々これは広が

っていくのではないかと思います。 

富山型と言われますが、滋賀県でも富山型を目指

して、早くから取り組まれている事例です。私も立

ち上げのときなどにいろいろと関わったり、福祉系

の事業所が立ち上がるときのサポートをしたりして

います。 

これらが滋賀県の特徴的な活動ではないかと思い

ます。 

 

直田直田直田直田：：：： いま、阿部さんから滋賀の二つの事例を報

告していただきました。一つは、地域の自治の仕組

みをつくった事例で、特に合併した市町村は行政が

大きくなるので、末端まで目が行き届かないことが

あり、集落の自立性、持続可能性をいかに確保する

かというのが緊急の課題です。 

都市部でもコミュニティの希薄化を受けて、地域

自治の仕組みをつくられていますが、東近江市は、

地域にお金の回るという先端的に仕組みをつくられ

ているということです。 

名張市などでも、5 年以上前から、ゆめづくり交

付金として小学校単位の地域づくりに対して年間

300 万円～400 万円が交付され、それを元手にして

公共的な活動をやっていくという取り組みが進めら

れ、それが今全国各地に広がりつつあります。 

それから、もう一つの「街かどケア滋賀ネット」

についてです。最後に言われた富山モデルというの

を少し説明しますと、元々、行政が縦割りで、子ど

もは子ども、障がい者は障がい者、高齢者は高齢者

と福祉事業が完全に分かれていて、補助金も縦割り

に出ており、一つの施設の中で両方を対象にするこ

とはできないようになっていたところを、その壁を

破って、子どもも障がい者も高齢者も一緒にした。

高齢者が子どもを見たり、障がい者が高齢者を看た

り、相互にサポートするようにしたものです。それ

を行政にも認めさせた。制度を変えたわけです。そ

ういう取り組みの広がりの中で、滋賀県においても

実践されたということです。 

滋賀県の場合は、社会的企業と言われるものまで

巻き込んでいるのが新しい動きだと思います。まさ

に多様な主体による、ビジネスも盛り込んだ、単に

ボランタリズムだけではない動きがありました。 

また、後ほど、それ以外の報告等もお願いしたい

と思います。 

それでは、次に、田辺市からお越しいただいた玉

井さんにお話しいただきたいと思います。先日、玉

井さんの記事が朝日新聞に大きく掲載されましたが、

今や全国的に知れ渡った、地域の底力を発揮した活

動について、報告をお願いしたいと思います。 

 

＜「＜「＜「＜「秋津野秋津野秋津野秋津野」」」」未来未来未来未来へのへのへのへの挑戦挑戦挑戦挑戦＞＞＞＞ 

玉井玉井玉井玉井：：：： こんにちは。和歌山県田辺市の秋津野ガル

テンの副代表を務めている玉井です。元は NTT の

職員で、いろいろと地域づくりをしていましたが、

49 歳のときに、ある人と話をしていて、「お前はま

だNTTを辞めないのか」と言われて口論になり、「よ

し、明日辞める」と言って、辞めても構わないかど

うかを家内に尋ねたところ「構わない」と言われた

ので、早速、次の日に辞表を出して、地域づくりに

参画しました。 

田辺市は教育委員会からの選任ではなく、地域が

選任して教育委員会に認めさせるという方法をとっ

ていますが、私は地域に選ばれて 11 年間にわたっ

て公民館長を務め、それから社会教育委員を2年務

めて、地域の情報を得ながら、社会教育の仕事で、

地域コミュニティの再生に13年間取り組みました。

まさに、ソーシャルビジネスとして、どのような社
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会貢献をしていくのかという観点で、毎日、仕事を

しています。 

私はボランティア館長なので、ボランティアの副

社長になり、毎日出ていますが、お金は一銭も入ら

ないという、おもしろい会社です。 

� 地域地域地域地域づくりのづくりのづくりのづくりの系譜系譜系譜系譜 

私たちの町は農村地域ですが、新旧住民の混住化

が進んでいます。 

どこにも地域づくりにはいろいろな歴史的背景が

ありますが、私たちも積み重ね方式で地域資源を活

かしてきました。地域資源は人や地域組織、そして

地域の産業、もちろん歴史的な背景もあります。こ

のようなことを上手に活かしながら、積み重ね方式

で、今日まで何十年もかけながら取り組んできた訳

です。 

人口は、昔の上秋津村ですので 3,350 人、1,150

世帯で、近畿で一番広い田辺市と合併しました。高

速道路が近くにあり、ＩＣから秋津野ガルテンには

5 分ぐらいで来ることができますので、是非とも来

ていただきたいと思います。飛行機は東京便があり、

東京とのつながりも結構あり、都市と農村の交流も

かなり広い範囲で一緒に行っています。 

歴史的背景としては、昭和31年、37年、平成17

年と3回合併しています。ただ、全国的な合併と少

し違うのは、どこも合併に際して地区の財産を個人

に分配するか、あるいは、財産区として集落で管理

していますが、我々は、日本の法律では初めて社団

法人化しました。和歌山県教育委員会の管轄で、社

団法人上秋津愛郷会を設立した訳です。 

この定款が凄くて、「教育の振興、住民福祉、環境

保全」の三つを謳って、今日まで 54 年間続けてい

ます。自主財源も持っており、使い道は明確に決め

られています。混住化が進んでいますが、新旧住民

誰もが平等に受けられるという仕組みです。 

これを 54 年間実行するのは大変なことであり、

やはり人材が重要ですが、各地区に 6 人～9 人ぐら

い委員の方たちがいて、その中で蓄積し、人材が育

っています。そのような人たちで運営し、行政だけ

に頼らず、自分たちの財源と人材を上手く活用しな

がら地域づくりをしていくというのが上秋津の地域

づくりです。 

産業は農業ですが、急傾斜にありますので、田ん

ぼよりも、むしろ果樹栽培です。非常に厳しい農業

を乗り越えてきました。みかんの大暴落のときには、

「温州みかんだけをつくっていてもダメだ」と考え、

今では日本一みかんの種類の多い産地となっていま

す。年間を通して、80種類ぐらいをつくり、それを

直売所に活かしたり、ネットワークで全国へ発信し

てアピールをしたり、資源を上手く活用しながら地

域づくりをしています。 

しかし、農家が何らかの事情で田んぼを手離すと、

畑の周りに家が建ち並ぶような混在の状況になって

しまいます。それにより、トラブルも出てきます。

農家が肥料を撒くと「臭い」という苦情が出ますし、

消毒をすると「(消毒液が)かかる」と言われます。

この周辺は南高梅でミツバチが交配しますが、黄色

のフンが自動車や敷布にかかると、また揉めます。

これをどのように解決してきたかという話は、後程、

紹介します。 

地域づくりは、平成元年～平成7年にかけて、国

の事業や県の事業、田辺市の事業に応じて、ハード

的な事業を中心に取り組んできました。 

環境整備では、農業集落排水事業を活用して、山

の上から下まで下水道を整備して、川をきれいにし、

水をきれいにするという運動を新旧住民が行いまし

た。この辺りから私は地域づくりに参画しました。 

農村センターの設置は、それまで集会場がなかっ

たので、「皆が集まれるところをつくりたい」という

ことで地域が盛り上がり、しかも町の真ん中に建て

た方が良いということで、我々も運動をしました。

土地は社団法人上秋津愛郷会が約1億円で買い取り、

行政に対して「建物を建てて欲しい」と要望して建

てられました。掃除や管理は、地域住民が年に1～2

度回ってくる当番制で行います。そのように行政と

委託契約をしながら、一緒になって取り組んでいま

す。ここには市役所の職員が嘱託職員として 1 人、

公民館には行政職員が1人だけが配置されています。 

このように、市民を上手に使い、行政を上手くコ

ーディネートしながら地域づくりをしていくという

仕組みで、社団法人上秋津愛郷会が入っています。 
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センターができると、やはり、施設を使いたいと

いうことで各団体が集まります。そこで、「これから

の社会は、ものを建てて何かをするだけではない。

皆が集まって地域のことを考え、将来を考えなけれ

ばならない」と考えて、「秋津野塾」という地域づく

り団体ができました。そして、皆さんの地域にもあ

るような町内会や、子どもたちの保護者の会等、24

団体を網羅し、地域づくり団体の組織をつくりまし

た。 

これは1＋1が2にも、3にも、4にもなるような

効果を持ち、上手く連絡網ができています。この中

心は公民館で、事務局として上手く組織されたネッ

トワークをつくっています。それから、後程、紹介

するソーシャルビジネスの「きてら」という直売所

もあります。そして、秋津野ガルテン、農業法人株

式会社秋津野という、資本金4,180万円の会社もで

きました。このようなことを積み重ねて、ソーシャ

ルビジネスへと進んでいます。 

文化的なことをはじめとして、地域のことは何で

もするという組織ですが、平成8年に、過去の実績

とこれから取り組む方向がおもしろいということで、

これを総括のつもりでまとめて国へ出したところ、

近畿ではじめて農村の「豊かな村づくり部門」で天

皇杯を受賞しました。 

受賞すると弾みが出て、新しい住民と旧住民の交

流にも取り組みました。地元の子どもが1／3、新し

い子どもたちが 2／3 で、前述のように、農業が非

常にし難い状況となっていますが、まず、子どもか

ら溶け込んでいきました。そうすることで、お父さ

ん、お母さん、おじいさん、おばあさんまで、3 代

交流ができるのです。 

春は花まつりをします。秋に花を植えるとお年寄

りと子どもたちがきて、秋津野塾のメンバーが集ま

って、皆で屋台やいろいろなことをして花まつりを

していますが、3,500 人ぐらいが集まります。夏ま

つりも、昔は女性軍と青年が行っていましたが、そ

こに子ども入れようということになり、幼稚園や小

学生と一緒に、お父さん、お母さんも入って行うな

ど、行事は子どもから大人へと広がっていきました。 

昔、日本の集落には遠足などがあって近所が交流

していましたが、段々と田舎もそういうことがなく

なりましたので、それをこのようなことでカバーし

ながら、10数年間も続けています。お金はかかりま

すが、必ず友好できます。それで、秋津野ガルテン

を立ち上げるときに、新しい住民のお母さん方も 1

株2万円を出資してくれました。このような形態に

なっています。 

農業問題を解決するときも子どもたちから始めま

す。大人に言っても限界があるので、学校と相談し

て総合学習に入れていただき、1年生～6年生まで、

いろいろな地域の人のサポートで、それぞれ農業体

験をします。 

例えば、3、4年生は野菜をつくりますが、冬の寒

いときに「きてら」という直売所へ出荷します。100

円のものをつくりますが、今の子どもたちにとって

100 円はどこででも手に入るもので、「何故 100 円

なのか」という話が出てきます。好き嫌いの問題で

も、「子どもが野菜を何でも食べるようになった」と

いう声が出ています。そういうことを子どもから大

人に発信していきます。梅づくりでは、新しいお母

さん方は梅の加工をよく知らないので、子どもたち

と一緒に加工体験をします。このような仕組みを10

数年間続けています。 

直売所もそうです。行政や JA の直売所はありま

すが、平成 11 年頃は、和歌山県でもそれほど進ん

でいませんでした。しかし、元気な地域には直売所

があったので、直売所をつくろうということになり、

秋津野塾の有志が 1 人 10 万円ずつを出し合いまし

た。農家だけではなく、商売人や新住民もお金を出

し合ってつくることになったのです。 

10坪ほどの小さな直売所で、何度も潰れかかりま

したが、資源を上手く活用して、「きてらセット」と

いう詰め合わせセットを情報発信しています。おい

しい物は全国どこでもとれますが、つくる人と地域

は一つしかないということで、今では１回に 2,700

ぐらい送ります。お金は後払いですが、支払は100％

送られてきます。10数年間つくっているので、2万

余りのネットワークができ、新しい商品ができると

そこに紹介して、皆さんに知ってもらいます。この

ような取り組み方で、今では1億1,000万円近くを
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売るようになりました。 

このように地域づくりをしていますが、ガムシャ

ラに何でもすればよいというものではありません。

やはり、地域の問題点を一旦整理して、将来の方向

を見つめることが非常に大事だということで、我々

もいろいろな問題点を整理してみました。 

地域合意の問題もあります。やはり、このような

地域づくりをしていくと、「動員ばかりされて、何に

もよいことがない」と不満を持つ人もいますので、

このようなことも含めて、一度、考えようというこ

とになり、和歌山大学と相談して、マスタープラン

つくりを行いました。いろいろなアンケートを取り、

ヒアリングを行いました。 

特に大きかったのは、上秋津の集落は農業振興地

域で、混住化は進んでいますが、農業が主産業であ

るということです。農業は農家だけで守っていくも

のではなく、大勢の方々に支えられて、日本の農地

は守られていくということを討論しながら、一つの

ものにまとめていきました。それが、「秋津野塾 未

来への挑戦」という本です。これは各戸へ配りまし

たが、好評でもう在庫がありません。今は経済産業

省の委託を受けて「地域づくり学校」を行っていま

すので、そのときに後編ができるのではないかとい

うところまできています。 

前述の「きてら」は、いま 20 坪に拡大していま

す。整備には 1,500 万円ほどかかりましたが、500

万円は行政に頼り、残りの1,000万円は自分たちで

つくりました。また、上秋津には住んでいないけれ

ど、大学の先生やいろいろな形で地域づくりに関わ

ってくれた「きてら応援団」の人にも 10 万円の出

資をお願いして建設しました。 

そのようなことをしている間に売上げも上がって

きましたし、社会的な責任があるということで、株

式会社にしました。資本金は1,000万円です。農商

工連携の直売所で、全くの地域づくり型です。ソー

シャルビジネスとして、儲けたものはすべてマスコ

ミやいろいろなものを通じて、地域を知ってもらう

ことに使い、地域にプラスアルファ経済を生むよう

な方法で運営をしています。 

ジュース工場もつくりました。建設には2,500万

円必要でしたが、これも補助金に頼るのを止めよう

ということになり、1人50万円出資することにしま

した。「50 万円を出すのは厳しいが、農協に出せは

1kg1 円～5円のものを 50 円～100 円にして売れば

よいのではないか」と考えて進めました。その結果、

5 年経って 200 万円以上、平均 50 万円以上が入っ

てきてプラスになりました。補助金ばかりでは制約

が多くて、使い勝手が悪いので、自分たちで自由に

動かして、自由に動ける体制をつくり、ソーシャル

ビジネスとして社会に貢献していくという取り組み

方をしています。 

さらに1,500万円かけて、皆に安全安心な製造の

様子が見える施設を建設しようとしていますが、こ

れにも「私たちも入れて欲しい」という新しい人た

ちが出てきています。また、会社関係で、「あなた方

の商品を売らせて欲しい」「口出しはしないので出資

させて欲しい」というところも出てきています。 

� 秋津野秋津野秋津野秋津野ガルテンガルテンガルテンガルテン 

このようなことが秋津野ガルテンの道へと進んで

いきます。元々は「子どもが増えてきて使い勝手が

悪いので、校舎を壊して新しい学校を建てて欲しい」

という話で、私たちも賛成していましたが、マスタ

ープランをつくる中でいろいろな意見が出てきて、

「地域資源の農業と、この木造校舎を活かせないの

か」という意見が出てきました。そこで行政に相談

したところ、「言っていることと、していることが違

う」と言われましたが、「一度考えてみろ」と言われ

たので、今まで話してきたことをまとめて、交流拠

点としてグリーンツーリズムの滞在施設にすること

を考えました。 

地域づくりを行うときに大事なことは、地域の中

の人間ばかりでしないということです。他所の人も

大勢参画してもらい、地域の人間は空気のような存

在になって、いろいろな意見を聞くと良いところが

次々に見えてくるので、それを上手く活用しながら

政策に活かしていくのです。 

このときに行政と約束したのは、木造校舎を地域

が買い取り、運営会社は自分たちでつくるというこ

とでした。恐らく、行政はこの二つともできないだ

ろうと思っていたからです。それで、学校と土地は
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1 億円で社団法人上秋津愛郷会が田辺市から購入し、

運営会社は1株2万円を皆さんに出資していただき

ました。この事業費は1億1,000万円で、国が50％、

県が12.5％、田辺市が12.5％の負担となっていまし

たので、残りを最低でも 3,000 万円～4,000 万円集

めなければならなかった訳ですが、そうなると

「NPO 法人などでは無理なので、株式会社にしよ

う」という話になりました。 

これで株式会社になりましたが、株式会社の中身

が変わっています。資本金は4,180万円で、出資者

が489人、一株2万円ですが、議決権のある株とそ

うでない株を発行しており、290 人は上秋津地域の

方々で議決権があります。その代わり、一人に権力

が集中しないように、最高で25株、50万円分しか

持てないようになっています。応援団の株は199人

で900株ですが、これは「お金は出すが口は出さな

い」というもので「配当金があれば嬉しい」という

方々です。このような方には100万円ぐらいの出資

者が 5～6 人います。このような形で 4,180 万円の

株式会社を設立しました。また、自由に株の売り買

いができないように、制限株を設けています。です

から、取締役会の承認がなければ自由に売り買いが

できないようになっています。 

役員も少し変わっています。まず、農林水産省の

補助金を活用しているので、農業者でなければなり

ません。地域の株主の 1／2 は農業者でなければな

らない訳ですが、60％が兼業・専業で、私も専業で

す。株主の 1／2 は商売をされている方で、新住民

の方も加入できます。事業説明をすると、新住民の

女性の方々が「私たちも入れて欲しい」と言われ、

喜んで入ってくれます。そのような状況です。役員

は農業者が 2／3、1／3 はそれ以外の方です。我々

のところは商売をされている方が代表です。 

地域の仕組みについては、上秋津地域は行政の主

事が1人、嘱託職員が1人しかいませんが、人はい

なくても仕組みは自分たちでできるということで、

社団法人上秋津愛郷会と、株式会社秋津野、株式会

社「きてら」というソーシャルビジネスの会社、そ

して、秋津野塾という地域づくり団体があります。

これを上手く組み合わせながら地域コミュニティを

再生し、さらに守っていくことが大事だと考えて、

これに向けて取り組んでいます。 

秋津野ガルテンの話は数字の話になりますが、い

ろいろな事業を行っていますので、是非、一度、来

ていただきたいと思います。当初の計画は交流人口

13,000人でしたが、年間6万人の方が来られました。

特にレストランが好評で、年間9,700人の来客を予

定していたところ、4 万人の方が来られましたので

予定の4倍の状況となりました。このように反響を

呼んでいます。 

また、これは女性の雇用が地域の中で生まれてい

るということでもあります。 

それから、宿泊施設は、家族連れの宿泊客が多く、

自然も豊富で、白浜にも近いので、いろいろな体験

ができます。是非、お越しいただきたいと思います。 

みかんのオーナー樹制度も行っています。単に地

域へ来ていただくだけが交流ではなく、ネットを活

用しながら、この田舎と全地域がネットで交流する

ことも考えています。そこで、テレビ東京と一緒に

みかんのオーナー制度を行い、テレビ東京のテレビ

を活用して、我々が組織して農家の情報を発信し、

デジカメでミカンの大きくなる様子をオーナーの皆

さんに伝えます。そして、毎月1回、農家から農作

業の大変な様子や家族の様子など、おもしろい手紙

が送られます。そうすると、オーナーの皆さんから

「来年も、是非、よろしく」という返事があり、さ

らに「みかんオーナーになりたい」と言われる方が

多いので、「揃えるのは難しいのではないか」という

ところまできました。これは、上秋津地域と上手く

つながっていくという方法で、これからいろいろな

ことができるだろうと思っています。 

市民農園もあります。 

農家民泊も、修学旅行を受け入れようということ

で、2 クラス分は必要だろうと考え、「農家が 1 泊、

ガルテン 1 泊でよいのではないか」と考えました。

そこで、14軒の有志が規制緩和で民宿登録を取得し、

さらに増やしていく予定です。 

このようにいろいろなことに取り組んでいますが、

これからの課題は「若い人たちが帰って来て、おも

しろいか」ということです。いま日本の農業は所得
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も含めて非常に厳しい状況ですが、厳しいだけでは

だめなので、「都会の 500 万円か、田舎の 300 万円

か」と考えたときに、「田舎の 300 万円の方がいろ

いろなものをつくって、おもしろい生活ができるの

ではないか」と思わせなければなりません。その選

択の種まきを、今しっかりとしているところです。 

このようないろいろな取り組みを見ていただけれ

ば有り難いと思います。 

� 秋津野秋津野秋津野秋津野のののの未来未来未来未来へへへへ 

最後になりますが、我々の会社が今後目指してい

る方向は、やはり、社会性を持ちながら、行政が解

決できないことも、皆でやれば何とかなるのではな

いかということです。 

地域の抱える課題、農業の抱える課題をいかに解

決するか、いかに持続的に事業を行うかということ

を考えながら、これまでにないサービスや商品やい

ろいろ仕組みを考えており、すでに農家民泊の会も

できましたし、遊休地の対策としても、ふるさと雇

用の事業を活用して Iターンの方、Uターンの方、

職安の方で20代、30代の方々を採用して、農家に

預けて再生の事業を行っています。このような形で、

具体的に行政も試行錯誤していますが、我々が実践

すると、上手く政策化につながっていくのではない

かと思っています。 

農林水産省は、グリーンツーリズム事業として、

直売所、加工場、農家民泊、農業体験、レストラン、

資源環境保全等の取り組みをすることによって、交

流人口が増え、ビジネス化して雇用の拡大につなが

るということを平成22年1月に公開しました。 

これを私たちの地域に当てはめますと、決して計

画的にしてきたことではなく、「出たとこ勝負」で取

り組んできたものがこのようになった訳ですが、直

売所、加工場、農家民泊、滞在型施設があり、体験

もできますし、農家レストランでは女性たちが頑張

っていすます。景観を利用しながら登山マラソンも

行っています。 

直売所で年間約1億2,000万円、ガルテンで6,000

万円～8,000 万円、合わせて 2 億円のお金が地域に

循環しています。都市と農村の交流では、ガルテン

と「きてら」に約 12 万人の方が来られました。そ

の方々は必ず地域にお金を落としてくれます。 

雇用は約 70 名で、ガルテン 40 名、「きてら」25

名、「俺ん家ジュース」というジュース工場で15名

となっており、さらに、事業拡大に向けて進めてい

ます。 

また、地域の主婦が趣味でしていたお菓子づくり

を活かして、パンやいろいろな加工品のできる工房

も、今つくっています。これも行政に頼らずに自分

たちでつくろうと考え、1,000 万円を借金して、主

婦たちに対してふるさと雇用の事業を活用していま

す。新しい事業ということで、2 年間の賃金を厚生

労働省が出し、将来、ここで働いてもらうという方

向性で活用しています。これは体験から行うと、結

構、おもしろい体験になると思います。8 月にオー

プンしますので、是非、見ていただきたいと思いま

す。 

ジュース工房も「きてら」が1,500万円を借金し

てつくっていますが、身の丈の借金で、「潰れても皆

が夜逃げしなくても済むようにしよう」という形で

取り組んでいます。50万円ずつ出資すると言われて

いる方も 12 名おられます。これについては、放棄

地を普通の畑にすると大変なので、ジュース用のみ

かんの中身は変わらないということで、普通は5回

行う消毒を2回にし、3回行う草刈を2回にして、

若い人たちに廃園対策をしてもらいながら、事業を

拡大していくとおもしろいのではないかと考えて、

いま計画に入れて、ジュース工房もつくるようにし

ています。 

経済産業省の人材育成事業で地域づくり学校も行

っており、3 年目に入っていますが、全国からいろ

いろな方が来られています。経済産業省の方には怒

られるかも知れませんが、私たちの地域づくりは、

私たちのしてきたことを全国に移転することが目的

であり、全国の素晴らしい人に来ていただいて、地

域が勉強するという仕組みの人材育成事業です。 

これについては、行政に「地域を支えるのは、や

はり人材だ。地方行政が人材育成をしないと大変な

時代になる。競争の時代になる」という意見を出し

て、地域つくり学校＝グリーンツーリズム大学のよ

うなものになるかも知れませんが、田辺市や県に対
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して仕掛けをしています。上手くできれば、近畿で

初めての事例になると思います。 

以上のことを考えながら、ソーシャルビジネスと

して展開しています。これからは行政だけに頼って

もだめであり、逆に、行政が我々に頼られてもだめ

なので、いかに良い関係をつくりながら、その持分

を有効に活用し、力を発揮しながら開拓していくか

ということが大事な時代になるのではないかと思っ

ています。 

 

直田直田直田直田：：：： ありがとうございました。今の報告を伺う

と、まるで地方政府のような感じで、自分たちで工

場まで作ってしまい、地域で投資が集まるというの

は凄いと思います。単価は高くはないのですが、そ

ういうお金がすぐに出てきますし、株主になりたい

人も全国にいる。そういう仕掛けをつくってきたの

が上秋津地区の取り組みですが、「秋津野塾」で人材

づくりをしてきたことが大きかったのではないかと

思います。 

私自身も 1 年ほど前に現地へ行ってお話を伺い、

秋津野ガルテンにも一泊させていただいて、翌日は

「きてら」で土産を買うという良い体験をしました。

行政からの補助金に頼るのではなく、皆さん方で資

金も含めて運営されているというのが、まさに、本

日のテーマである「新しい公共」の実現ということ

だろうと思います。 

特に、計画的ではなく、走っていたらこうなった

と言われましたが、それが民衆の知恵というもので

はないかと感じました。 

ここまで、お二人の報告をいただきましたが、こ

こで新川先生にコメントをお願いしたいと思います。 

 

＜＜＜＜事例報告事例報告事例報告事例報告にににに対対対対するするするするコメントコメントコメントコメント＞＞＞＞ 

新川新川新川新川：：：：    お二人から素晴らしい実践事例を紹介して

いただきました。私自身が気づかなかった点もたく

さんあり、いろいろとお話ししたいのですが、時間

も限られていますので 4～5 点だけまとめてお話し

したいと思います。 

� パートナーシップパートナーシップパートナーシップパートナーシップをををを支支支支えるえるえるえる地域地域地域地域のののの働働働働きききき 

1点目は、このように新しいパートナーシップや、

新しく地域の共通の必要性を見出そうという活動が

活発に起こるときに、意識するにせよ、しないにせ

よ、それを支えるような働きが地域の中にあるとい

うことです。別の言い方をすると、中間支援、ある

いはコーディネートという言い方でもよいですが、

どうもそのような働きがありそうだということです。 

それは個人の場合もありますし、集団組織の場合

もあります。さらにはネットワークのような形をと

っている場合もあります。先程の滋賀の例も、秋津

野の例も、そういうものがあったと感じ取られてな

りません。 

逆に、こういう仕掛けや仕組みをきちんと持つこ

とができるかどうかというのが、「新しい公共」を形

づくろうとする、あるいは、その手前で地域社会そ

のものを持続可能にしようとするときの必須条件に

なるのではないかと思われます。 

そうすると、たまたまそれがあったところは良い

けれども、ないところはどうするのか、それこそ玉

井氏や阿部氏がおられないところはどうすればよい

のかという問題が出てくると思います。それを逆に

つくり出していこうという意識的な努力がこれから

必要なのかもしれないと思いながら聞いていました。 

ある意味では、従来、単純に地域づくりの応援と

して金や人などが必要と言われてきましたが、むし

ろ、地域で新しい事業が起こることを支え続けてく

れるような、もっとカスタマイズのできる、しかし、

どのような場面でも応援してくれるようなフレキシ

ブルな仕組みが必要ではないかというのが一つ目の

印象です。 

� 見直見直見直見直しながらしながらしながらしながら進進進進んでいくんでいくんでいくんでいくプロセスプロセスプロセスプロセス 

二つ目は、そういう活動を実際に地域で起してい

くプロセスに着目したときに、そのプロセスはそれ

ほど直線的ではないということです。両方の話に共

通していたのは、活動をしていく中で問題を再発見

したり、壁に当たったり、それを解決しながら乗り

越えていくプロセスがあるということです。 

そのときに、あまり無理はしないで、しかし、そ

こそこ頑張るということが哲学としてありそうだと

思いましたが、それは別として、とにかくそのよう

に活動が壁にぶつかったときにそれを乗り越える方
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法は、自分たちの活動をいつも見直しながら前に進

んでいく、そしてまた壁にぶつかったらそこで考え

直して議論をしながら組み立てていくということで

す。それを私は「熟慮デモクラシー」と呼んでいま

すが、そういうメカニズムが組み込まれていると、

意識的であれ、無意識であれ、そういうイノベーシ

ョンが起こっていくような活動でなければ、続かな

いし、発展しないのではないかというのが、二つ目

の強い印象としてありました。 

� 支支支支ええええ合合合合いいいい、、、、分分分分かちかちかちかち合合合合うううう素地素地素地素地 

三つ目は、支え合い、あるいは分かち合うことが

それぞれの地域で働く素地があるということです。

ただし、それは黙って金を出すという話でも、黙っ

てボランティアをするという話でもなく、そこに関

わって、支え合ったり、分かち合ったりすることが

目に見えて、自分たちの地域や、場合によっては家

族、少なくとも直接利害関係のある様々な活動の場

面で役に立つということです。 

最近は「見える化」という言葉が流行っています

が、少なくとも分かち合い、支え合いことが、本当

に自分たちが必要としているものだと納得できる状

況こそが、これからの地域づくりを考えるときの鍵

になると思います。 

それは同時に、新しい公共的なものを考えるとき

に、単なる抽象的な公共性ではなくて、具体的な問

題を考える中で、皆の目にはっきりと原因や対処方

法が見えてきたとき、例えば秋津野で農業問題を解

決していくようなプロセスに、また新しい生産方式

の開発に、そして小さなベンチャーに結び付いてい

くということだろうと思いました。 

� 人材人材人材人材のののの育成育成育成育成 

また、全体を通じて、やはり人の問題が強調され

ていたと思います。人材は、これからいろいろな場

面で、資源争奪の状態に近づいていくのではないか

と思われます。しかし、一方では、より早く公共的

な活動に目覚め、それを開発し、制する能力を付け

た人材を獲得する、あるいは育てた方が勝ちだとい

うことも改めて感じました。 

本日の話から少し外れてしまいますが、京都で、

私が役員になって地域公共人材開発機構という仕組

みを立ち上げました。地域の公共的な問題に関わる

人材を、インターンシップや緊急雇用の事業等を通

じて育てようとするもので、そのために福祉関係、

NPO 関係、あるいは行政も含めて長期のインター

ンシップに出てもらい、新しい仕事の分野、能力を

身に付けてもらうという事業を始めています。 

ある意味では、そうした人材を早く獲得して、育

てたセクターが勝ち残る訳ですが、本日の話では、

どうも、今は都市よりも農村や地域まちづくりに関

わっている方の方が一歩先行しているというのが率

直な印象でした。 

� パートナーシップパートナーシップパートナーシップパートナーシップ協働協働協働協働型型型型のののの活動活動活動活動 

もう一点だけ追加させていただくと、玉井氏が最

後にいみじくも言われたように、まさに、それぞれ

のセクター、あるいは一人ひとりの市民が自主的、

自立的に判断していく訳ですが、当然、1 人ではで

きないので、いろいろな力を合わせながら地域をつ

くっていくことになります。そのこと自体が公共的

な活動であり、パートナーシップ型の活動で、ある

意味では、滋賀の例も和歌山の例も、意識的にそう

いうことは考えていないと言われようが、まさにパ

ートナーシップ協働型で、しかもセクターを超えて

進んでいると言わざるを得ません。 

こういう芽がいろいろな場面で広がっていくこと

が、むしろ、「新しい公共」に支えられた21世紀型

の社会システムではないかと思いながら、お話を伺

いました。 

 

直田直田直田直田：：：： わかりやすくまとめていただきました。 

人づくりの問題が大事だということですが、それ

はカリスマをつくることではなく、普通の人が一歩

踏み出すような人づくりだと思います。言い換えれ

ば、誰でも一歩踏み出せばリーダーになれるという

ことで、それを周りから支えていく、そういう雰囲

気があるのが素晴らしいと思います。 

よく言われるソーシャルキャピタルというのは、

抽象的な概念ではなく秋津野で見られるような具体

的な社会のかたちではないかと思います。投資のリ

スクが低いと思うので、お金を出せるのだと思いま

すが、そういう意味では、「信頼」というソーシャル
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キャピタルが自然に形成されているのだと思います。

そういう面から、これからもっとおっとおもしろい

成果が出るのではないかと思いました。 

もう一つ、玉井さんは公民館長をされたというこ

とでしたが、鹿児島に「やねだん」（鹿屋市柳谷地区）

というまちづくりで有名な地域があり、そこもリー

ダーが館長をされていて、子どもたちにスポーツを

教えることを通じて、子どもからお年寄りまでの人

づくりをされていました。社会教育に携わる人が自

然とリーダーになっていくという構造もあるようで

すが、これも一つの「新しい公共」の形だと思いま

す。 

こうなると、行政の役割とは何なのかということ

が問い直される時代になってきたのではないかと思

います。秋津野に行政が応援に入るとひょっとした

ら失敗したのではないかという感じがしないでもあ

りません。民の自由な発想とネットワークで成し得

たことだと思います。 

 

●●●●意見交換意見交換意見交換意見交換 

 

直田直田直田直田：：：： 以上を踏まえて、パネリストからご意見を

伺い、その後、会場からもご発言を賜りたいと思い

ます。 

阿部さんは、このような「新しい公共」を担う人

材が必要だという話をされましたが、本当にそうい

う人材が足りているのか、根本的な疑問もあります。

人がいなければいくら「新しい公共」という理念を

広げても難しい部分があります。その辺りについて

伺いたいと思います。 

もう一つ、阿部さんはもともと行政の出身でもあ

りますので、今後行政の役割が本当にあるのか、「新

しい公共」の中で行政はどうすればよいのか、とい

うことについてもご意見をいただければと思います。 

 

＜＜＜＜市民市民市民市民ネットワークネットワークネットワークネットワーク滋賀滋賀滋賀滋賀におけるにおけるにおけるにおける人材人材人材人材のののの取取取取りりりり組組組組みみみみ＞＞＞＞ 

阿阿阿阿部部部部：：：： 玉井氏は 49 歳で辞められたそうですが、

私も某自治体を45歳で辞めて、このような生活が8

年目に入りました。 

実は、この3月まで滋賀県庁に2年間、共同コー

ディネーターという名前でいましたが、そこで思っ

たのは「役所とは変わらないところだ」「思考停止に

なっている」ということでした。それで、また嫌に

なり、2度目も辞めた訳です。 

地域人材について、よく言うのは、見方によれば、

地域も、行政も、企業もどこも人材不足ではないか

ということです。ですから、私は別にセクター間で

どうするかということではなく、気付いた人が行え

ばよいと考えています。よく行政の職員が「うちの

県は」「うちの市は」と言いますが、そういうものは

背負わなくてよいので、市民としてもう少し動いて

ほしいし、なぜ行政の立場に引っ込んでしまうのか

というところが気になります。市民として動けば、

動くことはたくさんあります。いろいろな地域を見

ると、死に物狂いで動いている職員もたくさんいま

すし、それは地域にとっては非常に大きな人材だと

思います。表立って動けなければ、黒子になって動

くこともあります。 

そういうことで言えば、自治を担う、あるいは公

共を担う人材はたくさんいる可能性はあると、私は

信じています。まさに 21 世紀に、またこういう人

生を歩もうと思ったのは、そういうところが大きい

訳です。 

最近、もう一つ思うのは、県という存在は邪魔だ

ということです。市や霞ヶ関と話をする方が早くて、

県はまさに中間管理職のようで、どちらを向いて仕

事をしているのかわかりません。市民の方を向いて

いるならよいのですが、向き切れていないようで、

そうかといって国の方を向いているかどうかもよく

わからないし、情報も古いし、あまり役に立ってい

ないと思います。本来なら、地域間の調整機能を発

揮してもらわなければならないのですが、それには

現場を知らなければできません。しかし、段々と現

場から逃げています。 

それで、私もこの4月から方針を変えて、もっと

基礎自治体の体力強化をして、我々と一緒に取り組

む仕組みをつくるところに主力を置き直しています。

当面は、そこにかけていきたいと思っています。 

 

直田直田直田直田：：：： 最後に言われた、基礎自治体の体力強化は、
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ある意味で、計画行政学会の使命でもあるかもしれ

ません。単に上から降りてきた計画に従う行政では

なくて、まさに「新しい公共」による計画づくりを

通して、自治社会をどのようにつくっていくかとい

うことを研究・提案するのが我々の学会の使命です

ので、頑張りたいと思います。 

次に、玉井さんにお伺いしたいのは、いろいろと

事業を展開されて収益を上げられ、もちろん、大き

な雇用もつくられていますので給料等も必要ですが、

余剰金が出たら、将来的に地域に再投資するという

方向性はお持ちでしょうか。 

また、いろいろと活動されて、働き場もでき、い

ろいろな場に若い人や女性が参加されるなど、ある

種の地域のデモクラシーと言えるようなものがどこ

まで進んでいるかということに興味があります。「新

しい公共」は、まさに公を活かしながら共につなが

るところでもあると思いますので、そういう視点か

ら少し伺いたいと思います。 

外部の人が大事だと言われましたが、まさに自分

たちの地域外とのつながり、ネットワークが大きな

力を発揮すると認識されていると思いますので、そ

れについても何か補足することがあれば、お願いし

たいと思います。 

 

＜＜＜＜秋津野秋津野秋津野秋津野におけるにおけるにおけるにおける人人人人とととと資金資金資金資金のののの取取取取りりりり組組組組みについてみについてみについてみについて＞＞＞＞ 

玉井玉井玉井玉井：：：： まず、人材の問題ですが、地域づくりをし

ますと、前向きな人が 2～3 割、後ろ向きの人が 2

～3 割、その他はどちらかにつこうという構造は、

どの地域も同じだと思います。ただ、前向きな人た

ちがどのような理念や考え方を持っているかという

ことが決め手になり、説得力になります。 

私も皆さんの前で話をするようなタイプではなく、

社会教育の「社」の字も知らないままで、公民館長

などいろいろなことをしてきました。マスタープラ

ンを2年半かけてつくった中では、中心になる人の

勉強会があり、大学の先生やいろいろな方と交流し

ながら、座学をしたり、一杯飲んだりもしました。

そういうことがエキスとなって、すぐには実らなく

ても、一つ一つ実践していく中で、人間は数年後に

はかなりのレベルにまで達することができるもので

す。そういうことをどう繰り返していくかというこ

とです。一時的には難しいけれど、2 回、3 回と積

み重ねると必ず変革していきます。それは哲学的な

ものですが、そういうことが非常に大事ではないか

と思います。 

もう一つは、地域コミュニティの人材資源を活か

すということです。今は、ネットでいろいろな情報

を得られる時代ですが、田舎では対面でいかに組織

していくかということが重要になります。例えば、

重要な決議がある場合は、Aさんのところに行って

顔色を見て「この人は何を言おうとしているか」と

いうところまでコーディネーター役はキャッチし、

それをそれぞれの役員に「こういうことなので、も

う少し話をする必要がある」と伝えます。そういう

ネットワークがまさに人材を活かすということでは

ないかと思います。 

秋津野ガルテンでは、反対していた人を役員に入

れました。排除せずに抱え込んで、その中で皆で話

し合い、相手がしていることが間違っていないこと

を理解してもらうという取り組みです。合意形成を

するときは大変ですが、大きなコミュニティを運営

する場合は、その方が近道になります。そのように、

思い切って溶け込んでいくことが大事です。 

それから、このようなソーシャルビジネスを組織

する場合、Aさん、Bさん、Cさんの生活状況を全

部把握することが必要です。例えば、「商店街の A

さんはご主人と奥さんが働いているが、奥さんだけ

で十分切り盛りできる。ご主人はパソコンに優れて

いる」ということであれば、事務員を雇わなくても、

1 億 2,000 万円からの売上をその商店の人に仕分け

してもらうと、それが生き甲斐になり、収入になり、

地域につながっていきます。そのように、まちの様

子、人の様子を生活まできちんと把握することが非

常に大事だと思います。 

お金の問題については、地域農業が非常に厳しい

状況で、特に日本の中山間地は厳しく、和歌山県の

梅も低迷していて昔の半額以下になっています。大

きな農家ほど経営が厳しく、倒産するのではないか

というところまできています。したがって、いかに

再生するかということが課題になりますが、いま
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我々はマスコミの皆さんや多くの方に応援していた

だきながら、秋津野地域のブランド化、商品のブラ

ンド化により、農業の再生が図れないかと考えてい

ます。そこから交流が生まれ、多くの人が観光を含

めたグリーンツーリズムに訪れるなど、そういうも

のを見出さなければ難しいので、そこにお金をしっ

かりと投資しています。 

これについては、行政に対して「補助金を出せ」

と何回も言うと嫌われるので言えません。行政が見

るに見かねて「何とかしなければ大変だ」と言って

くれるところまでじっくりと自分たちのベースを固

めます。そうすると、行政にも“人情”があります

ので、互いに協力協働関係に近づいていきます。 

そのように、何でも「補助金をくれ」という仕掛

けをするのではなく、お金がなくてもつくれるプラ

ンを立てていくような取り組み方をしています。 

同時に、これから再生していく地域は非常に高齢

化し、中山間地の田畑が荒れて里山にも返せないと

ころが、日本各地にたくさん出てくると思います。

これを、そういう目的を持った社団法人上秋津愛郷

会と上手く組み合わせて、何か良い方法がないかと

探りながら取り組んでいます。これは公益法人の見

直しの道にもつながります。 

 

直田直田直田直田：：：： まさしく地域に投資しながら資金を循環さ

せて、地域産業の力を付けていこうという取り組み

で、非常に素晴らしい法人だと思います。一種の産

業政策を自らつくって実行するということではない

かと思います。それこそ「新しい公共」を実現する

取り組み方ではないかと思います。 

それでは、少し、会場からもご意見をいただきた

いと思います。 

 

●●●●質疑応答質疑応答質疑応答質疑応答 

 

ＱＱＱＱ1111：：：： 玉井氏に伺いたいのですが、秋津野は合併

されて田辺市に入ったということで、元々まとまり

の良かった集落が合併されたようです。そこで、今

の田辺市の行政はどのように対応されていて、秋津

野の方々は市の行政に期待されているのか、あるい

は、市は要らないと考えられているのでしょうか。 

また、新住民2／3、旧住民が1／3ということで、

新旧の関係はどうなのでしょうか。外部の人を入れ

ることによって上手くいったと言われましたが、い

ろいろと問題はなかったのか。上手くいかない問題

があれば、それはクリアされたのか、どのようなケ

ースがあったのかを教えていただきたいと思います。 

それから、市との関連で、秋津野塾がどのように

機能しているのか、伺いたいと思います。 

 

直田直田直田直田：：：： 田辺市との関係性、新旧住民の対立の有無、

それをどのように解消したのか。それから、秋津野

塾の役割について、という三つの質問がありました。 

 

ＱＱＱＱ2222：：：： 出資等をされている外部の協力者に対する

利益還元はどうなっているのか、教えてください。 

 

ＱＱＱＱ3333：：：： 3人のパネリストの方に、目標の共有化につ

いて、一言ずつコメントをいただきたいと思います。

私もいまソーシャルビジネスに関わっており、皆が

ベクトルを合わせることに努めていますが、下手を

すると足の引っ張り合いが起きてしまいます。そう

いうことがないようにしたいと思うと、目標の共有

化は重要だと感じています。それは場面ごとに違う

と思いますが、その点で苦労されている点などにつ

いてコメントをいただきたいと思います。 

 

直田直田直田直田：：：： 目標をいかに共有化するかというご質問で、

目標の設定と共有という二つ側面があると思います。 

 

ＱＱＱＱ3333：：：： 同じく、ビジョンの共有化に関する質問で

すが、話を伺って、目指すものはスムーズにそれぞ

れの地域で共有化されたように聞こえましたが、恐

らく、ご苦労があったと思います。それについて伺

いたいと思います。 

 

ＱＱＱＱ4444：：：： 新川先生の最初のご講演に関して、大変勉

強になりましたので、いくつかご質問したいと思い

ます。 

「新しい公共」という概念の他に、「大公共」「中
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公共」「小公共」というものがありますが、それとの

関係はどうなるのでしょうか。本日のお話を伺った

ところ、「新しい公共」は中・小の公共という感じを

受けました。その他に大公共があり、私は、鳩山前

総理は「新しい公共」、つまり中・小公共については

まずまず達成されたし、関心がありましたが、大公

共については失敗したと思います。普天間の問題な

どはまさに大公共の最たるものです。これらの関係

をいかに上手く考えるかということが、一つ目の質

問です。 

それに関連して、既成の公共と「新しい公共」の

関係も問題です。例えば、補助金は既成の公共が提

供している資金であり、国税、市民税等で集めたお

金を補助金という形で渡していますので、明らかに

既成のシステムです。これと「新しい公共」で地域

住民が自分たちで出すお金との関係を考えますと、

無造作に補助金を取ればよいとか、自分たちで金を

出せばよいという話ではないように思われます。 

もう一つ、「新しい公共」と言われるものの中に、

実は歴史上すでにあったものがあります。例えば、

京都市は昔から地域住民の意識が高く、小学校も地

域の人たちがお金を出して校舎を建てました。とこ

ろが、京都市役所ができて、地域が持っていた小さ

い公共の公共性を全部吸い上げて学校システムをつ

くり、それを学校という形で各地域に配りました。

しかし、それらは標準設計で、実につまらない建物

を建てました。私はそれを公共の失敗だと思ってい

ますが、近代社会になるための一つのプロセスだっ

たかもしれません。まちにはまちの条例のようなも

のがあり、まちの人たちが自分たちで約束をつくり、

決めごとをつくっていましたが、それを公共が吸い

上げて公共化したことによって、却って硬直的にな

り、地域の住民もやる気を失っていったというプロ

セスがあると思います。 

したがって、いま「新しい公共」と言われていま

すが、結局、歴史的にはそういう形のものに還元さ

れていくとも考えられます。その辺りについても、

先生のご見解を伺いたいと思います。 

 

直田直田直田直田：：：： その質問については、新川先生にお答えい

ただきたいと思います。 

質問は以上とさせていただき、残された時間で 3

人の方にお答えいただきたいと思います。 

 

＜＜＜＜秋津野秋津野秋津野秋津野のののの取取取取りりりり組組組組みからのみからのみからのみからの回答回答回答回答＞＞＞＞ 

� 行政行政行政行政とのとのとのとの関係関係関係関係についてについてについてについて 

玉井玉井玉井玉井：：：： 行政との関係については、協力協働しなが

ら大きな事業を行いますが、将来の田辺市はどうな

っていくかという協議は、ソフト的にかなり政策点

検をします。 

例えば、いま、地域づくり学校を行っていますが、

経済産業省の人材育成事業を受けており、京都大学、

大阪大学、京都府立大学等、いろいろなところから

学生が来ていろいろな実践事業を行っています。そ

ういう中で、具体的なこれからの人づくりと関わり

において成果が出てきます。 

そして、この事業を終えて、次に大事なのは、こ

の火を消さないことです。これは田辺市や和歌山県

がするべきだと問題提起をしていますが、行政はい

きなりヘッドから言ってもだめなので、係長クラス

からしっかりと論議しながら次のステップへ移ると

いう形で、最終的に市長にも話をするという手順を

踏みながら、かなりのところまで来ています。 

あとの問題は議会ですが、いろいろな考え方があ

りますので、議会の説得も大変です。人材育成は、

目に見えないものですが、まさに今、総務省や内閣

が言っているように、しっかりした行政づくりをし

なければ格差が出てしまいます。すでにもう格差が

出ていますが、いま、それは首長の責任というとこ

ろまで来ていますので、そこをかなり粘り強く、こ

ちらからも具体的に政策を出しながら、相手にも出

させるという方法をとっています。 

� 新旧住民新旧住民新旧住民新旧住民のののの関係関係関係関係についてについてについてについて 

新旧住民の問題については、いろいろな事業を通

じながらクリアしてきました。町内会や自治会はお

もしろい組織で、入りますと役員も班長も順番に回

ってきます。そうしますと、年に 1 回の行事でも、

プレッシャーが掛かりながらも、参加して地域のこ

とがわかるなどのケースが出てきます。そういう人

たちに、さらに秋津野関連の役員や、「きてら」の役
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員等、地域の中核を担ってもらい、自治会を中心に

しながら人材を育成しています。 

もう一つは、若い集団がいろいろなところから来

て「上秋津を考える会」をつくっており、そういう

男女別関係なく参画できて、いろいろな意見が言え

る組織が秋津野塾に繋がっています。私たちも 40

代にその会に入り、今日、このようになっていると

いう流れがあります。 

祭りなどには新しい住民も参加しています。その

ような流れです。 

� 秋津野塾秋津野塾秋津野塾秋津野塾のののの役割役割役割役割についてについてについてについて 

秋津野塾の役割としては、経済活動ができません

ので、その部分は「きてら」やガルテンが担ってい

ます。 

全体的な地域づくりについては、昔と同じような

形でコミュニティづくりをソフト面で支えていくと

いう役割が続いています。 

資金は、町内会、愛郷会、公民館等、地域からも

集めながら維持しています。 

� 外部外部外部外部のののの出資者出資者出資者出資者へのへのへのへの利益還元利益還元利益還元利益還元についてについてについてについて 

外部の出資者への還元については、「きてら」の場

合は「きてらセット」というふるさと産品の詰め合

わせ(単価3,400 円、送料700～800円、合計4,100

円～4,200円程度)を年に1回、全国どこでも送りた

いところへ送ることができます。例えば、北海道に

友人がいれば北海道にも送れます。したがって、10

万円の出資に対し、配当としては 4％になります。

地域の方には「きてら」の買い物券を配当します。 

ガルテンは減価償却費が大きいので、まだ黒字に

なっておらず、お金は貯まりつつありますが、配当

するところまでは至っていません。したがって、宿

泊券の割引、あるいは、レストランの割引で還元し

ています。 

� 目標目標目標目標のののの共有化共有化共有化共有化についてについてについてについて 

目標の共有化については、段階があると思ってい

ます。ソーシャルビジネスで、例えば、「きてら」に

31人が出資したときに、赤字で回らなくなると、そ

れで終わりです。コーディネーターや中心になる人

たちが、100％成功するためにいかに努力するかが

非常に大事です。それは知恵を出し合いながら、問

題点を分析して、会議にかけ、「こうすればできる」

というところをいかに共有するかというところが大

事だということです。 

したがって、どれだけ忙しくても役員会を開いて、

問題点を整理して提起し、社会情勢についてはしっ

かりと話をします。例えば、この会議で皆さんが話

されたことも、私が聞いて、きちんと皆に話します。

それが知らない間に「今していることと合っている」

となっていくようなベースを、どうつくっていくか

ということが大事だと思っています。 

何もかも押しつけたり、目標物があるから、そこ

に持っていったりするのではなく、時間をかけなが

らそういう論議をすることが非常に大事ではないか

と思っています。 

観点がずれているかもしれませんが、私はそうい

う方法が地域づくりでは大事だと思っています。 

 

＜＜＜＜市民市民市民市民ネットワークネットワークネットワークネットワーク滋賀滋賀滋賀滋賀におけるにおけるにおけるにおける目標目標目標目標のののの共有化共有化共有化共有化＞＞＞＞ 

阿部阿部阿部阿部：：：： 目標の共有化について話したいと思います。 

難しいのですが、いろいろな NPO の立ち上げな

どに関わっている中では、NPO はそこが弱いよう

に思います。玉井氏が言われたように、皆がリスク

を背負って、それだけの覚悟で「一緒にやろう」と

いう NPO は組織的にまだまだ少なくて、リーダー

任せで、リーダーが1人でお金もリスクも背負って

いるところが多いようです。したがって、継続性の

話になると、危ないと思われます。 

それに関連して、行政との関係について述べます

と、先程紹介したように、公民館の運営について、

「まちづくり協議会は何を目指すのか」と、まちづ

くり協議会の中の人たちからも異論がありましたが、

市長が「やろう」と言ってくれたことによって、あ

る程度、まちづくり協議会の中で一つに共有化でき

たと思っています。 

しかし、それが担当部局に下りてくると、まちづ

くり協議会を担当しているまちづくり推進課と、公

民館を担当している教育委員会の生涯学習課の間に

温度差があります。その結果、各地域への説明が縦

割りになっていますので、まちづくり協議会への説

明ではなくて、自治連合会への説明になると、地域
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の中で不協和音が生まれてしまいます。これでは、

一つになって取り組めないという環境を、行政がつ

くり出しているような状況があると感じています。 

したがって、他のセクターと組むときは、行政の

中での共有化が大切ではないかと思います。そこに

私などが関われるとよいのですが、行政は行政なり

に取り組んで、もう一つそういう仕組みが上手くで

きるとよいと最近は思っています。実情としては、

そういう不協和音の情報だけがいろいろなところか

ら流れているので拙いと思っています。 

 

＜＜＜＜目標目標目標目標のののの共有化共有化共有化共有化とととと、「、「、「、「新新新新しいしいしいしい公共公共公共公共」」」」にににに関関関関するするするする見解見解見解見解＞＞＞＞ 

� 目標目標目標目標のののの共有化共有化共有化共有化についてについてについてについて 

新川新川新川新川：：：： いろいろとご質問をありがとうございまし

た。目標の共有化については、私自身もいくつかの

地域に入って一緒に取り組んでいるケースがありま

す。特に、元々のフィールドが東北でしたので、東

北の農村にいくつか関わっています。 

昔ながらの集落の単位で、その集落の機能をどう

維持していくかという問題を抱えていますが、農業

はだめですし、もう一方では働く場所もないし、高

齢化も進むし、人口は歯が抜けるように落ちていく

という状況があり、そういうところでどうしていく

かという集落再生を考えて実際に動いています。し

かし、本当に大変で、課題の設定も難しいし、まし

て目標の設定もできないし、当然、解決策に議論が

移るにも時間がかかるという状況です。 

ただ、そうは言いましても、自治体が「集落計画

のようなものをそれぞれの集落の思いでつくってみ

てください」と応援してくれて、我々のようなコー

ディネーター役が入るチャンスがありましたので、

その地域に入って取り組んでいます。 

とにかく、まずは自分たちの集落がどういう状態

なのか、隣近所との関係、人と人との関係がどうい

う状態なのか、その村の強み、弱みは何なのか、獲

れるもの、つくれるもの、昔から行ってきたものは

何なのかという、ごく初歩的なところから皆で議論

するところから始めなければなりませんが、意外な

ことに、農業集落でも人の関係がバラバラに切れて

いることに気づかされました。そして、実は、地域

の人たちは自分たちの地域のことをよく知らないと

いうこともよくわかりました。市町村単位のことは

情報が入ってきますが、隣近所で何が起こっている

のかということについては、意外に情報がありませ

んでした。これには驚きました。その辺りからもう

一度組み立て直さなければならないので、合意形成

などはまだまだ先の話です。 

とにかく「集落の将来について『こういうことが

したい』ということをつくるところまで皆で考えよ

う」ということで、同じ地域内の村歩きから始めて

もらいました。どこでもやっているような、地域の

資源探しの一歩ですが、少なくともそういうところ

から丁寧にやっていかなければなりません。残念な

がら、地域の中でそういうことを改めて行おうとす

る人たちは、どうしても少数派で、多くの人たちか

らは「何をしているのか」と思われているという状

況があります。これらが、京都の一部と、主に東北

で、私自身が直面した問題です。 

そうした中で、ある程度は指名方式で、できるだ

け代表するような人に集まっていただいて、勝手な

不協和音しかない場で「どういう土地なのか」とい

うことについて話してもらいながら、互いに顔見知

りだけれども、親しくない人たちを、ある程度は腹

を割って話してもらえるまでの関係にしていくとい

う取り組みを行いました。これはいかにコミュニケ

ーションが成り立つ場にしていくかということで、

そこまでいけば何とか変わることができますが、そ

こまでに月 1 回くらいのペースで開催し、1 年以上

かかりました。 

しかし、1年くらい続けると、「今度は皆で温泉に

でも行ってゆっくり話しましょう」という雰囲気に

変わります。ここまでコミュニケーションを繰り返

すことを通じて、それぞれの人が自ら育つ、それぞ

れに学習してくれるというところを見たような気が

します。そこをつくっていかなければ、合意形成や

目標の共有は先の先だと思います。 

逆に、そのような中で、自分たちの地域が直面し

ている問題、古い人たちに言わせれば「豊かだった

農村が、何故このようなモノカルチャーの農村にな

ってしまったのか」という反省も併せて出てきます。
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自給自足が基本だった時代の話から、何故いま米と

有限の遊休農地しかないのかという議論につながっ

てきたこともありました。これはこれで成果だった

と思います。 

� 「「「「新新新新しいしいしいしい公共公共公共公共」」」」についてについてについてについて 

それから、「新しい公共」については、基本的な問

題点をご指摘いただき、ありがとうございました。 

特に、「新しい公共」を具体的に形づくろうとする

ときには、どうしても小さな公共の場面からアプロ

ーチせざるを得ないということが、ご理解いただき

やすいのではないかと思います。つまり、「新しい公

共」自体が、前提として何かがあるということでは

なく、いま、それを動きながらつくり上げようとし

ているという状況で言えば、身近なところ、実際に

成果が検証しやすいところから広げていかざるを得

ないというところがあると思います。 

もう一方で、ご指摘のとおり、グローバル化する

世界の中で、従来の外国支配や、あるいは国際化し

た多国籍企業が専ら支配するような世界でのマーケ

ットの特許性、あるいは国家間の、特にアメリカや

中国のヘゲモニーの中で、どういう公共的な観点で、

この新しい地球化時代を動かしていく展望があるの

か、これは非常に大きな課題だと思っています。 

ただ、「新しい公共」はそこで通用しないと、悲観

的にも考えていません。むしろ、そういうものに向

けてのいくつかの動きはあるのではないかと思って

います。一つは、NPO、NGOに代表されるような

地球市民社会的な動きであり、これらはグローバル

化された世界の中でも、新しい公共性、公益を主張

し始めています。対人地雷問題もそうですし、最近

の地球温暖化問題もそうです。むしろ、いろいろな

国家間の関係に市民の声が入り始めています。まだ、

新しい政策決定の仕組みや、新しい価値観がきちん

と入ったかどうかは何とも言えませんが、そういう

動きは始まっていると認識しています。 

そして、NGO は地球レベルで行動し、大きな草

の根会議があればそこに出かける訳ですが、そうい

う地球的な市民社会を支えている動きについて、一

方では「自分たちの活動の基礎やバックボーンはそ

れぞれの地域社会にある」と強調しています。対人

地雷撤廃でノーベル賞を受賞したグループの人たち

も、「確かに、平和運動は地球規模で動いているけれ

ども、自分たちが活動の拠点を置いているのはアメ

リカやカナダの小さなまちで、そういうところで地

域の人たちから自分たちの人権運動や平和運動を支

えてもらっている」と言っています。 

「大きな公共も小さな公共から」と言いたいので

すが、うまり上手く結び付かないので、このくらい

にしたいと思います。 

� 既成既成既成既成のものとのものとのものとのものと新新新新しいもののしいもののしいもののしいものの関関関関わりわりわりわり方方方方についてについてについてについて 

それから、既成のものと新しいものとの関わり方

については、単純に補助金型の仕組みを寄付に置き

換えればよいとか、税の形で取るということではあ

りません。むしろ、「それを寄付に置き換えるような

言い方の方がよい」という話ではないというのは、

その通りだろうと思います。税の形で取って、交付

金や補助金の形で配分することの大きなメリットは、

集める方の公平性と、配分するときの平等性や公正

さが確保されやすいということで、それに対する社

会的信頼も高いと思っていますので、そういうシス

テム自体が持つ役割を否定する訳ではありません。 

問題になっているのは、既成の仕組みがあまりに

もウェイトとして大き過ぎるかもしれないというこ

とです。その大き過ぎるウェイトをいかに「新しい

公共」の分野に回せばよいのか、あるいは、どのく

らいまで回したらよいのかという議論を、いま、丁

寧にしなければなりませんし、それがこのところの

地域づくりの活動にしても、教育や福祉の分野にし

ても、問題になっているのではないかと思います。 

極端な話をしますと、子ども手当が 26,000 円と

いう話がありますが、そういうものを家庭に流して

も、貯金に消えるとか、親のパチンコ代に消えると

か、そういう議論になると思います。それを「新し

い公共」で考えますと、どういう領域、どういうお

金の使い道を考えてもらう仕組みにすればよいのか、

あるいは、今年行われた半額の公布でも 2.5 兆円の

お金を必要としていますので、そもそもの原資、お

金の出方をどう考えればよいのかということについ

て、例えば、子育てや子どもたちの環境教育に努力

されている NPO に全く任せると違ってくるという
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話でもあります。 

ですから、むしろ、そういう既成の仕組みが陥っ

ている硬直性や問題が議論されることになると思い

ます。あるいは、四つ目にご指摘されたように、公

共が吸いとってしまった様々なリソースを市民の手

にどう返していくかというときに、吸い取るプロセ

スで、効果のあった、公益的であった、そして社会

的にも正義であった部分が、そういう性質をなくさ

ないでいるなら継続するという方向でよいと思いま

すが、そうではないところが目に付いているところ

をどのように市民の側に返していくのかという議論

になるだろうと思います。 

それと関連して、三つ目に挙げていただいた京都

市の番組小学校の話はご指摘のとおりです。戦前に、

番組小学校の制度を解体して、今で言う公立の学校

にしてしまいましたが、同様に、地域社会が持って

いたいろいろな力を奪ってしまいました。 

同様に大阪で言いますと、戦前の大阪の行政区は

法人行政区の可能性を持った地域が多かったのです

が、それも戦中、戦後を通じて、そのチャンスがな

くなってしまいました。言わば、地域の持つ自主的、

自立的機能を吸い上げる、あるいは奪い取る形で、

20 世紀の政府が大きくなってきたというところが

あります。したがって、そういうものをどのように

もう一度考え直すのかということが「新しい公共」

の議論の基本です。 

ただ、単純に過去に戻れと言っている訳ではない

ことは、おわかりのとおりです。20世紀がつくり上

げた福祉国家の仕組みは、それはそれとして、私自

身は非常に重要であり、市民生活を支える重要な役

割を今でも果たし続けていると思っています。そう

いう良いところもありますが、過大に市民生活に介

入してしまった部分をどのように解決していくのか

ということでもあります。 

かつて、国が入って来てくれなければ何もサービ

スがされなかったり、あるいは地域社会の伝統的な

村の支配構造の下で悲惨な扱いをされてしまったか

もしれないものが、この100年間で随分と改善され

ているはずです。そういう政府の持つ良きものをど

う守っていくのか、逆にそれをしようとするプロセ

スで、莫大な規模で市民生活に介入してしまってい

る、あるいは、そのために市民から多くのものを奪

い取らなければならなかったところを、どのように

考えていくかというのが、「新しい公共」の議論であ

ると理解していただければと思っています。 

 

●●●●最後最後最後最後にににに 

 

直田直田直田直田：：：： ありがとうございました。まだまだ議論は

尽きませんが、所定の時間を過ぎましたので、そろ

そろ終りにしたいと思います。 

最後に、簡単にまとめさせていただきます。 

目標の設定と共有についての話ですが、広島県の

山中に地域の住民たちがつくった NPO があり、集

落の全住民に話を何時間もかけて徹底的に聞いて、

それぞれの本当のニーズを聞いて回る中で、地域社

会でＮＰＯが何が担えるのか、あるいは地域のガバ

ナンスの形として何が見えるかということをきちん

と議論するという動きが生まれています。これは一

つのヒントになるのではないかと思います。 

都市部でも、そういう動きが出てくると変わって

くるかもしれません。例えば、行政の方が全住民に

話を聞きに行くということをされてはどうでしょう

か。職員1人当たり数百人くらいを担当しなければ

ならないかもしれませんが、そうすると行政の意識

も、ニーズ把握も、住民の意識すらもかなり変わる

のではないかと思います。 

最後に、各地の現場から「新しい公共」が生まれ

ているなと今更ながら実感しました。現場から出て

きたものをいろいろなレベルで整理しながら理論化

し、普遍化して行くというのが、計画行政学会の使

命ではないかと思っています。 

本日は、パネリストの皆様方に非常に刺戟的なお

話をしていただき、また会場の皆様方からも良い問

題提起をしていただきました。お礼を申し上げます。 

以上をもちまして、パネルディスカッションを終

了させていただきます。 

どうも、ありがとうございました。 

以 上 

（文責：事務局） 


